
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [80.8%]
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人件費・物件費等の状況
人口1人当たり人件費・物件費等決算額[118,561円]
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給与水準   （国との比較）
ラスパイレス指数 [97.0]
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定員管理の状況
人口千人当たり職員数 [8.13人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [9.6%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [76.1%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

南城市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄

財政力指数（H２１　０．３５）　平成１８年１月１日に南城市が誕生して６年目を迎える。昨今の経済状況の悪
化により市税収入などの堅調な伸びが期待できない状況であり、加えて、合併による財政支援の目減りや地
方交付税の減少により、厳しい財政運営を強いられることが想定されている。今後は、平成２０年３月策定の
定員適正化計画に基づく職員数の削減、平成２２年１１月に策定された第二次行政改革大綱及び市行財政
集中改革プランの着実な推進に努めるとともに、市民の視点に立った事務事業の選択を行い、限られた財
源を緊急かつ重要な施策に配分し、効率的な行財政運営に努める。
経常収支比率（H２１　８０．８％）　合併前は、９７％で類似団体平均を大きく上回っていたが、合併後歳出面
で、市町村特別職の減、議員数の減、退職者不補充等による人件費の減、GIS整備等の完了による物件費
の減等で、平成１８年度８８．１％に改善された。平成１９年度以降も、人件費や公債費等の義務的性格の経
常経費の歳出が抑制されたため、平成２１年度は経常収支比率８０．８％と前年度（８４．８％）に対し、△４．
０％改善された。
人口１人あたり人件費・物件費等決算額（H２１　１１８，５６１円）　人件費、物件費及び維持補修費の合計額
の人口１人あたりの金額は対前年度１，０６９円の増となっている。主な要因は、職員数の減による人件費の
減額はあるものの、学校情報通信技術環境整備事業費補助金及び地域活性化・経済危機対策臨時交付金
を活用した教育施設の地デジ対応テレビ等の物件費（備品購入費等）の増が主な要因である。類似団体平
均（１３８，４８４円）は下回っているが、全国市町村平均（１１５，８５６円）、沖縄県市町村平均（１１１，９２８円）
を上回っている状況であり、南城市定員適正化計画、第二次行政改革大綱及び行財政集中改革プランに基
づき、人件費、物件費等の抑制に努める。

ラスパイレス指数（H２１　９７．０）　全国市平均（９８．８）を下回っているものの、類似団体（９６．２）を上
回っている。対前年比０．３ポイント増の理由は、税務職や企業職との人事異動等が主な要因である。
実質公債費比率（H２１　９．６％）　類似団体平均（１５．７％）、全国市町村平均（１１．２％）、沖縄県市町
村平均（１２．７％）を下回り、対前年度△１．０％改善し、９．６％となっている。今後は合併特例債の元金
償還が本格的に始まる平成２３年度以降、実質公債費比率の上昇が想定されるので、事業の緊急性、必
要性等を勘案し、投資的経費の抑制に努める。
将来負担比率（Ｈ２１　７６．１％）平成１９年度決算１１２．１％、平成２０年度決算１０１．０％、平成２１年
度７６．１％と年々比率が減少しており、類似団体（H２１　１２３．１％）全国市町村平均（H２１　９２．８％）
沖縄県市町村平均（H２１　９５．９％）を下回っている。平成２１年度比率が改善した理由は、充当可能財
源等（充当可能基金と基準財政需要額算入見込額等）が伸びたことにより対年度比、△２４．９％改善さ
れた。
人口１，０００人当たり職員数（H２１　８．１３人）　平成２０年度（８．４５人）から平成２１年度(８．１３人)と改
善したのは職員数の減（３４３人→３３１人）によるものである。類似団体平均（９．６２人）を下回っているも
のの、全国市町村平均（７．３３人）や沖縄県平均（７．８１人）を上回っており、今後も引き続き南城市定員
適正化計画に基づき、職員数の削減を図っていく必要がある。


